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国土利用について基本的な考え方

• 国土計画や国土利用計画等の総合的かつ基本的

な政策の推進

• 厳しい国土条件のもと、国民の安全、活力、暮ら

し・環境を支えるため、社会資本や住宅に関する施

策の推進

• 国土（土地）の有効・高度利用等の課題に対応す

るため、土地利用の規制・誘導の推進
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【安全】

（１）台風・豪雨対策

＜現状と課題＞

＜今後の取組＞

（２）地震対策

＜現状と課題＞

＜今後の取組＞

【活力】

＜現状と課題＞

＜今後の取組＞

【暮らし・環境】

＜現状と課題＞

＜今後の取組＞

２．国土利用に係る現状認識、課題及び施策
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安全・安心

【我が国の国土条件】

•我が国は、自然災害に対し脆弱な国土構造となって

いる。
【今後の取組】

•ハード対策のみでは困難なため、ハード・ソフト一体

となった総合的な減災対策を進める。

•施設の耐震化、津波対策や密集市街地対策などを

進める。
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・国土面積の10%の洪水氾濫域に人口の50%、
資産の75%が集中

・全国の約9割の市町村が土砂災害の危険と隣り合わせ

災害が発生しやすい日本の国土

気候変動による豪雨災害の増大

・集中豪雨、台風（H16：10個上陸）による被害が増加傾向
・H17も台風第14号の影響で東京都等で１時間に１００ミリを超え

る雨量
（杉並区、中野区で計約３，７００戸の浸水被害）

・アメリカでもハリケーン・カトリーナで施設能力を超える高潮
による被害

・少子高齢化（災害時要援護者の増加）
・災害経験の減少（避難勧告等の遅れ）
・旧来型コミュニティの衰退（地域の防災力の低下）
・地下街や地下鉄の増加（水害に弱い都市）

災害に係る社会状況

日本の豪雨災害を取り巻く状況 ○国土の１割の洪水氾濫域に人口の半分、資産の3/4が集中
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我が国の豪雨災害
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治水施設の整備等により浸水面積は減少したが、氾濫域に資産が集中することにより被害額は横ばい
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一般資産被害額

一般資産水害密度
（浸水面積あたりの一般資産被害額）

昭和 平成

水害密度（万円／ha）
浸水面積１haあたり
被害額（平成７年価格）

被害額(千億円)
浸水面積(万ha)

注１）値は過去５箇年の平均値である
注２）一般資産被害額及び水害密度には、営業停止損失を含む
注３）国土交通省河川局「水害統計」より
注４）平成１６年は速報値である。

１．０

４．４

氾濫域への資産集中
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東京湾（横浜市～千葉市） 伊勢湾（川越町～東海市） 大阪湾（芦屋市～大阪市）

面積 116km2
人口 176万人

面積 336km2
人口 90万人

面積 124km2
人口 138万人

■：T.P.±0m以下
■：朔望平均満潮位以下
■：計画高潮位(HHWL)以下

※河川・湖沼等の水面の面積については含まない
※国土数値情報をもとに作成

３次メッシュ（1km×1km）の標高情報が潮位を下回るものを図示
面積、人口の集計は３次メッシュデータにより行っている

ゼロメートル地帯の現状
面積 577km2
人口 404万人

三大湾合計

出典：国土地理院地図を基に国土交通省が作成

＊面積、人口は朔望平均満潮位以下の数値

三大湾におけるゼロメートル地帯
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豪雪地帯分布図

202（11.1)547（30.1）1,820市町村数

74,890（20.0)192,019（50.8）377,876面積（k㎡）

3,512（2.8)20,449（16.1）126,919人口

（対全国比％）

特別豪雪地帯（対全国比％）

豪雪地帯

全国区分

豪雪地帯（特別豪雪地帯）の概要

注）市町村数は、平成１８年４月１日現在

人口は、平成１２年度国勢調査

豪雪地帯特別措置法

昭和３７年４月５日法律第７３号

最終改正平成１８年

昭和３６年の豪雪によって甚大な被害を被ったことが契機となり、

昭和３７年に議員提案により豪雪地帯対策特別措置法が制定され
た。

本法律は、恒常的な降積雪に見舞われ、産業の発展や生活水準
の向上が阻害されている豪雪地帯に対して、雪害の防除その他産
業等の基礎条件の改善に関する総合的な対策を樹立し、その実施
を推進することにより、産業の振興と民生の安定向上を図ることを
目的としている。

北海道地方１８０（８６）

北陸地方８６（３１）

東北地方１６３（６９）中国地方４１（－）

近畿地方２２（１）

中部地方３６（１４）

関東地方１９（１）

豪雪地帯について
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平成１８年豪雪による被害

○死者の内訳

1519853合計

1174その他

202雪崩による死者

651倒壊した家屋の下敷きによる死者

20119落雪等による死者

1127537屋根の雪下ろし等、除雪作業中の死者

合計６５歳以上６５歳未満

新潟県側 ５ 集落 ６９ 世帯 １９９人

長野県側 ５集落 １２４世帯 ３０２人

合 計 １０集落 １９３世帯 ５０１人

○集落の孤立
※国道405号（新潟県津南町見玉～結東間）における雪崩発生の恐れによる通行止め
のため道路が寸断され、孤立集落が発生。救出・救助・復旧活動に支障

※６５歳以上の高齢者が約２／３を占める。また、死因の約３／４は除雪作業中
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善福寺川の越水等に伴う浸水状況
（杉並区和田広橋付近）
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しもいぐさ

浸 水 区 域

環状七号線地下調節池の内部

妙正寺川の増水に伴う護岸被災状況
（中野区北原橋付近）

＜第１期事業（L=2.0km Ｈ９供用）＞

操作規則に則り貯留を開始し、容量（約２４万ｍ３）一杯まで貯留

＜第２期事業（L=2.5km H17暫定供用）＞

供用前のトンネルを緊急的に活用し、約１８万ｍ３を貯留

【参考】環状七号線地下調節池の効果

（合計約４２万ｍ３貯留）

下井草
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（ｍｍ）
平成１７年９月４日集中豪雨

（下井草雨量観測所）

降り始めからの時間→

下井草雨量観測所における
時間雨量の推移

神田川の当面の
整備目標（50mm/h）

時間最大１１２mm/hr
台風第１４号の影響に伴う集中豪雨により、東京都等で１時間に１００ミリを超える雨※１を観測

杉並区、中野区で計約３，７００戸の浸水被害※２が発生
※１：杉並区下井草［しもいぐさ］観測所における時間最大雨量：１１７ミリ等 ※２：内水による被害を含む東京都報告値

浸水を免れた区域
約３０ｈａ（推定）

頻発する集中豪雨への対応【神田川等（東京都）】
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総合的な都市浸水対策の推進

・・・ハード対策

・・・ソフト対策

・・・自助による取組

◇ハード・ソフト・自助が一体となった総合的な対策
により、地下街を有する地区など重点地区や全国の
床上浸水地区において既往最大降雨等にも対応でき
る浸水対策を推進

雨水流域下水道

内水ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ・水害教育

貯留浸透施設

ﾏﾝﾎｰﾙ飛散防止

ﾎﾟﾝﾌﾟ運転調整

調整池

管渠ﾈｯﾄﾜｰｸ化

施設の耐水化
ﾘｱﾙﾀｲﾑｺﾝﾄﾛｰﾙの施設運用

貯留管
光ﾌｧｲﾊﾞｰによる

ﾘｱﾙﾀｲﾑ情報提供

止水板

降雨ﾚｰﾀﾞｰによる
ﾘｱﾙﾀｲﾑ情報提供

○近年集中豪雨が増加し、都市型水害が頻発。

○内水氾濫対策は下水道の役割。国民の生命・財産を守るため、緊急かつ重点的な下水道による都市の浸水対策が必要。

東京都の浸水被害

道路が冠水した溜池交差点付近
（平成16年台風22号）

平成１５年福岡市

６％

９４％

洪水氾濫等の
内水氾濫以外による

被害額

内水氾濫による
被害額

約64億円

約1,020億円

内水氾濫による被害額の割合<東京都>

平成7～16年の10年間の合計

（出典：水害統計）

地下街の浸水被害

総合的な都市浸水対策
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避難方向

筑後川

久留米市の事例

浸水する避難所と
浸水しない避難所が

一目瞭然

浸水する区域に立地しているが、
２階以上は避難所として機能するもの

浸水時には使用すべきではない避難所
（地震時用）

ハザードマップの配備等のソフト対策
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洪水ハザードマップ

平成21年度末までに配備予定

津波ハザードマップ

※ 重要沿岸域：東海・東南海・南海地震、日本海溝・千島海溝周
辺海溝型地震による津波被害が想定される沿岸域

平成21年度末までに重要沿岸域
（271市町村）で配備予定

土砂災害警戒区域
の指定箇所数

平成18年度末までに指定予定

対象
約1,800市町村

公表済
440市町村
(H17.12末現在)

24%

76%

重要沿岸域
271市町村

公表済
148市町村
(H18.3末現在)

55%

45% 対象
約30,000箇所

公表済
14,296箇所
(H18.3末現在)

48%52%

ハザードマップの策定状況

― １４ ―
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平成１３年に施行され、土砂災害から国民の生命を守るため、土砂災害のおそれのある区域について
の警戒避難体制の整備、警戒避難に関する事項の住民への周知、特定開発行為の制限、建築物の構造
の規制、既存住宅の移転等の勧告等のソフト対策を推進しようとするもの。

土砂災害警戒区域等の指定イメージ
（高さ５ｍ以上の急傾斜地を対象）

警戒避難体制の整備

特定開発行為の許可に係る
→土砂災害防止のための対策
工事の例
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指定箇所数の増加

平成１８年３月３１日時点で、土砂災害防止法に基
づく土砂災害警戒区域等の指定は３５都道府県で
１４，２９６箇所となり、平成１６年度末の４倍に。

土砂災害防止法の正式名称は「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止
対策の推進に関する法律」

土砂災害警戒区域等の指定によるソフト対策

― １５ ―



消融雪施設による歩道融雪

消雪区域

湯沢浄化センター

ＪＲ越後湯沢駅

送水管

下水再生水の消雪用水への活用

下水再生水を活用した下水再生水を活用した
消雪の様子消雪の様子

(新潟県湯沢町 西山地区)

下水再生水
を送水

貯水槽

湯沢浄化センター（下水処理場）

雨水の排水路を利用した流雪溝の整備

【流雪溝の構造】

(新潟県妙高市)

雪投入作業中雪投入作業中

作業完了後作業完了後

水

スノーダンプ
等で投雪

水はグレーチングの下部を流れるため、
投雪による閉塞の心配はない。

鉄製の格子蓋（グレーチング）を
設けることにより、作業中転落

時の被害軽減

止水板を設置し水深を確保して、円
滑な流雪を図る

（止水版）

雪崩防止施設の整備

豪雪対策の推進
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世界の地震の約２割が日本で発生

世界の震源分布とプレート
（1996～2005年、マグニチュード５以上、 100kmより浅い地震）

世界有数の地震国

― １７ ―

世界

912

日本

190(20.8%)

マグニチュード6.0以上の地震回数



○既存の住宅・多数の者が利用する建築物の４分の１は耐震性が不十分であると推計。
○阪神・淡路大震災による死者数の約９割が住宅の倒壊等によるもの。また、東海地震、東南海・南海地震、首都直下地震

発生時の被害想定でも、建物倒壊によりそれぞれ約5,600～6,700人の犠牲者が予測されている。

総戸数 約４７００万戸
耐震性あり 約３５５０万戸
耐震性なし 約１１５０万戸

※平成１５年の推計値

耐震化率 約７５％

Ｓ５７以降
耐震性あり

約２８５０万戸

耐震診断で
耐震性あり
約６５０万戸

耐震改修済み
約５０万戸

耐震性なし
約１１５０万戸

Ｓ５６
以前 Ｓ５７

以降

住宅の耐震化の現状
【阪神・淡路大震災の被害の状況】
死者数の約９割が住宅の倒壊等によるもの。

※多数の者が利用する特定建築物の耐震化率についても
平成１５年時点で７５％と推計

5,502人（100％）合計

121人（2％）その他

550人（10％）焼死体（火傷死体）及びその疑
いのあるもの

4,831人（88％）家屋、家具類等の倒壊による圧
迫死と思われるもの

死者数

※平成7年度版「警察白書」より（平成7年4月24日現在）警察庁調べ
※平成15年12月25日現在の死者数は6434名、全壊住家数は約10万5千戸（消防庁）

【中央防災会議被害想定】（H17.3,H18.4地震防災戦略より）

約5,600

約11,000

被害想定
（人）

首都直下

地震

うち建物倒壊 約6,600約6,700

約17,800約9,200全死者数

被害想定
（人）

被害想定
（人）

東南海・

南海地震

東海地震

住宅・建築物の耐震化の遅れ
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東京都における重点密集市街地

板橋区

練馬区

杉並区

中野区

世田谷区

新宿区

渋谷区

豊島区

文京区

千代田区

港区

目黒区

大田区

北区

品川区

中央区

台東区

荒川区

足立区

葛飾区

江戸川区

江東区

墨田区

東京都における重点密集市街地

板橋区

練馬区

杉並区

中野区

世田谷区

新宿区

渋谷区

豊島区

文京区

千代田区

港区

目黒区

大田区

北区

品川区

中央区

台東区

荒川区

足立区

葛飾区

江戸川区

江東区

墨田区

約2,300ha

防災上危険な密集市街地

○東京23区の重点密集市街地の分布状況

東京

現状

密集市街地
重点密集市街地

全国 約25,000ha

約6,000ha

約8,000ha

我が国には、市街地大火に対し脆弱な密集市街地が広く分布しており、最低限の安全性確保に向けた進捗状況は２８．８％。

地震時等において大規模な火災
の可能性があり、重点的に改善
すべき密集市街地

約１１２兆円合計

約２６兆円地域外波及

約６兆円交通寸断

約１３兆円生産停止

約４５兆円間接被害

約５５兆円建物被害

約６７兆円直接被害

経済被害（最大）

約６００人崖崩れ

約８，０００人火災

約３，３００人揺れ（建物倒壊等）

約１３，０００人死者数

人的被害（最大）

○首都直下型地震による被害想定

中央防災会議資料より
※首都直下地震の人的被害（最大）は都心西部直下地震（Ｍ６．９）、経済被害

（最大）は東京湾北部地震（Ｍ７．３）。
※経済被害には、人的被害及び公共土木被害は含まれていない。
※平成１８年度予算案（一般会計）は約８０兆円（うち、一般歳出は約４６兆円）。

― １９ ―



○改正耐震改修促進法に基づき計画的な耐震化を促進。
○住宅・建築物耐震改修等事業や耐震改修促進税制等により所有者等による耐震診断、耐震改修を支援。

○住宅・建築物耐震改修等事業による支援
（予算額（国費）平成18年度：130億円、平成17年度：20億円）

・耐震診断： 国１／２＋地方１／２
又は国１／３＋地方１／３＋所有者１／３

・耐震改修： 国７．６％＋地方７．６％

＊緊急輸送道路沿道の場合に補助率のかさ上げ
耐震診断：国１／２＋地方１／２
耐震改修：国１／３＋地方１／３

○地域住宅交付金による支援

○耐震改修促進税制による支援
所得税、固定資産税、法人税

○住宅金融公庫融資

耐震改修促進法の改正
（Ｈ１８．１施行）

Ｈ１８予算

道路を塞ぐ建築物

耐震改修事例

耐震改修促進計画の策定

計
画
的
な
取
り
組
み
を
促
進

補助・交付金

その他

住宅・建築物の耐震化

― ２０ ―



市街地再開発事業

土地区画整理事業

・小規模、柔軟な区域取り
の区画整理

・換地による沿道の耐火建
築物敷地確保

・特定建築者等民間の一
層の活用

・権利変換による沿道の耐
火建築物の一体整備

○都市計画道路を整備する街路事業と、
土地区画整理事業や市街地再開発
事業等を連携し、
・避難路となる都市計画道路
・延焼を遮断する沿道の耐火建築物
を一体的に整備

◇重点密集市街地（約８０００ha）について最低限の安全性（不燃領域率40％以上）を確保

・防災環境軸（延焼遮断帯と避難路の機能）の整備のため、軸となる都市計画道路を緊急に整備

・併せて、沿道の耐火化を図るため、土地区画整理事業、市街地再開発事業や防災街区整備事業等を

活用して、老朽建築物の撤去と耐火建築物への建替えを促進 等

不燃領域率４０％以上で焼失率が大幅
に低減

最
低
限
の
安
全
性

出火率②

出火率①

焼失率（％）

※出火率①・②は関東大震災規模の地震

が発生した場合の2つのケース

密集市街地対策

― ２１ ―



白山運動公園：小千谷市

阪神淡路大震災の際の活用事例

大国公園：兵庫県神戸市

公園は延焼を防止した他、避難地や防災拠点として機能 消防部隊の活動拠点として公園を活用

広域避難地や防災拠点の整備

【防災拠点となる防災公園のイメージ】

広域避難地となる防災公園の整備推進

【広域避難地となる防災公園のイメージ】

防災拠点となる防災公園の整備推進

ヘリポート

救援部隊の活動拠点 救援物資輸送の中継基地

避難住民への飲料水の供給

けが人への救急医療仮設住宅の設置

中越地震の際の活用事例

神戸港：兵庫県神戸市

港は緊急物資の輸送の拠点として機能

― ２２ ―





ＧＰＳ波浪計

●津波の挙動や浸水域を示すマップの作成
●関係機関による観測と情報伝達
●避難路の整備、誘導表示板の設置等の避難対策の強化
●津波防護効果も考慮した防波堤の整備
●貨物や船舶等の流出防止対策の推進
●「道の駅」の防災拠点化

関係者による津波対策協議会の設置

関係機関による
観測と情報伝達

（出典）：国土交通省道路局資料及び港湾局資料をもとに作成

海岸堤防の整備

防波堤の整備

海岸堤防等の
点検・耐震調査

基地局

避難路の整備

津波の挙動や浸水域を示す
マップの作成

流出防止対策

浸水域を回避する
高規格幹線道路等の整備

情
報

提
供

関係機関における
津波情報の内容充実

陸こうの自動化等
開口部対策

水域・陸域にわたる放置等
禁止区域の指定

津波防災ステーション

） ） ） ） ） ） ） ） ） ） ） ） ） ） ）

総合的な津波対策の推進

― ２４ ―



活力

•欧米、アジア諸国とも、国家戦略として国際競争力

強化にしのぎを削っており、我が国も遅れをとっては

ならない状況にある。

•このため、社会資本が、それぞれの特性を活かし、

国民生活や経済活動の基盤としての機能を十分に

発揮できるよう、有機的に連携して整備を進める。

― ２５ ―



10

20

30

東京都特別区 名古屋市 大阪市 全国県庁所在地 ニューヨーク

○旅行速度による比較

○ 全国の渋滞損失の１／３が関東地方に集中、渋滞による損失額は全国で年間約１２兆円。四国の域内総生産に相当。

○ 三大都市及び全国の県庁所在地の旅行速度はニューヨークの旅行速度よりも遅い。

○東京圏におけるボトルネック踏切の分布（平成１１年）

都市部の交通渋滞

旅
行
速
度

（Km/h）

三大都市及び全国の県庁所在地：平成11年度道路交通センサスより
ニューヨーク：ニューヨーク都市圏交通機構（NYMTC）ホームページより（1998）

17.5

20.2

19.1

24.6

32.8

立体化区間

連続立体化事業中区間

ボトルネック踏切等

― ２６ ―





供用中の滑走路

整備・計画中の滑走路

人口（万人） 旅客数（万人） 発着回数
（千回）

国内線

国際線

１１８

４，４１０ ４０５

１０

４，４００

アムステルダム
3,000m級滑走路＝５本

ｽｷﾎﾟｰﾙ

マイン

５，１８５
４８２

４９０

フランクフルト
3,000m級滑走路＝３本

４，０００ｍ

４，０００ｍ

４，０００ｍ

４，４８３

７０２

ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ

６，１４９
６１１

１，７７７

ロサンゼルス
3,000m級滑走路＝３本

３，６８５ｍ

３，６５５ｍ

３，１３５ｍ

２，７２０ｍ

４，４００

１，７４９

シ カ ゴ
3,000m級滑走路＝３本

オヘア

９４６

８，１７５

１，１５９
９，３３４

１，１３６

３，０９１ｍ
３，９６３ｍ

３，０４７ｍ
２，４６０ｍ

２，２８６ｍ
２，４２８ｍ

１，９６５ｍ
１，９８８ｍ

１，６７９ｍ
１，５６７ｍ
１，１７６ｍ

ﾐｯﾄﾞｳｪｲ

ニューヨーク
3,000m級滑走路＝５本

J.F.ｹﾈﾃﾞｨ ３，４６０ｍ

４，４４２ｍ

３，０４８ｍ

２，５６０ｍ

ﾆｭｰｱｰｸ
３，３５３ｍ

３，０４２ｍ

２，０７３ｍ

ﾗｶﾞｰﾃﾞｨｱ

２，８７９

６，６２８

２，７５８

９，３８６
１，１１８

ロンドン
3,000m級滑走路＝４本

ﾋｰｽﾛｰ

ｶﾞﾄｳｨｯｸ

ｽﾀﾝｽﾃｯﾄﾞ

３，９０２ｍ

３，６５８ｍ

１，９６６ｍ

３，１５９ｍ

２，５６５ｍ

３，０４８ｍ

ﾙｰﾄﾝ ２，１６０ｍ

ﾛﾝﾄﾞﾝｼﾃｨｰ １，２００ｍ

１，２５２

１２，８６２

１１，２８３

１，５７９

１，０１７

パ リ
3,000m級滑走路＝４本

ｼｬﾙﾙ･
ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ

４，２１５ｍ

４，２００ｍ

２，７００ｍ

２，７００ｍ

ｵﾙﾘｰ
３，６５０ｍ

３，３２０ｍ

２，４００ｍ

１，１６３

７，５０２

５，７５７

７３５

１，７４５

我が国と欧米主要都市圏の概況、滑走路の整備状況等の比較

出典） 滑走路については「エアポートハンドブック２００５」他
人口については「人口推計年報」、「The Ｗｏｒｌｄ Gazetteer」
旅客数・発着回数については「ＡＣＩデータ２００５」他

首都圏、関西圏、中部圏においては、諸外国と比べて比較的大きな後背圏人口や旅客数を有しているにもかかわらず滑走路
本数が少ない状況にあり、大都市拠点空港の機能強化が必要。

３，５００ｍ
３，４５０ｍ
３，４００ｍ
３，３００ｍ
２，０１４ｍ

３，８００ｍ

関 空

中 部

伊 丹

神 戸

４，０００ｍ

３，５００ｍ

３，０００ｍ

１，８２８ｍ

関 西 圏
3,000m級滑走路＝２本

２，０８９

３，４５３

１，０５１

２，４２０

２３４

１，１１７ １，２０７

７３６
４７１

１３９
名古屋 ２，７４０ｍ

中 部 圏
3,000m級滑走路＝１本

３，５００ｍ

人口：大阪、京都、兵庫、奈良、
和歌山、滋賀

人口：愛知、岐阜、三重

２，５００ｍ

成 田
４，０００ｍ

３，２００ｍ

羽 田
３，０００ｍ
３，０００ｍ
２，５００ｍ
２，５００ｍ

東 京 圏
3,000m級滑走路＝３本

２，１８０ｍ（2,500）

３，４２０

９，１４５

４９４

２，８２０

６，３２５

人口：東京、神奈川、千葉、埼玉

２，１３４ｍ

２，１３４ｍ

― ２８ ―



：混雑率 ：輸送力（指数：50年度＝100） ：輸送人員（指数：50年度＝100）

＊東京圏　３１区間

  大阪圏　２０区間

  名古屋圏　８区間

 

　

定員乗車（座席につく
か、吊革につかまるか、
ドア付近の柱につかまる
ことができる）。

広げて楽に新聞を読め
る。

折りたたむなど無理をす
れば新聞を読める。

体がふれあい相当圧迫感
があるが、週刊誌程度な
ら何とか読める。

電車がゆれるたびに体が
斜めになって身動きがで
きず、手も動かせない。

混
雑
度
の
目
安

１００％ １５０％ １８０％ ２００％ ２５０％

221

214
212

203

171

192

183
180

176 175 173

100

124

150

136

158
161 162 163 163 164164
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121

138 137
133 132

130 129 128 127
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100

110
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180
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200
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220
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50 55 60 2 7 10 11 12 13 14 15 16
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188
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134135
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110

103
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100 98 98
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90

100
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130
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160
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200

210

220
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50 55 60 2 7 10 11 12 13 14 15 16

131

100

192

183

165

204

153

205

150 149
147

146

157

158159157158
155

116

125

139

153

115
113114114115116

118

123124
117

80

90

100

110

120

130

140

150

160

170

180

190

200

210

220

230

50 55 60 2 7 10 11 12 13 14 15 16

155

147

111

（大阪圏）（東京圏） （名古屋圏）

％ ％ ％

134

89

• 整備目標：三大都市圏の鉄道においては、すべての区間のそれぞれの混雑率を
１５０％（ただし、東京圏は当面１８０％以内）とすることをめざす。

三大都市圏の鉄道の混雑率
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（出典）：国土交通省資料、数字で見る鉄道2005、国土交通省航空局資料及び国土交通省港湾局資料をもとに作成

65

8

ｼﾞｪｯﾄ化空港

高速道路 8,744(km) 2005.8末

2,176(km) 2005.8末

箇所 2006.3末

総延長

ｺﾝﾃﾅ取扱
主要港湾

箇所 2003年時

凡例

新幹線

（注）高速道路：高規格幹線道路をいう
コンテナ取扱主要港湾：全国コンテナ取扱貨物の
上位90％をカバーする港湾

― ３０ ―

交通関係社会資本の整備



首都圏の環状道路の整備

― ３１ ―

人口：４１９万人

人口密度：９９４人／ｋ㎡

９７％整備率

２１６km供用延長

２２２km計画延長

パ リパ リ ロンドンロンドン ベルリンベルリン

人 口：２，８５７万人

人口密度：４，４５９人／ｋ㎡

３５％整備率

１８０km供用延長

５２１ｋm計画延長

首都圏首都圏

延長：（2006年３月調査）
人口：（2005年３月調査）

人 口：８６１万人

人口密度：４,４８２人／ｋ㎡

８４％整備率

２６２km供用延長

３１３km計画延長

延長：（2006年調査）
人口：（1999年調査）

人 口：９０６万人

人口密度：２,２０８人／ｋ㎡

１００％整備率

１８８km供用延長

１８８km計画延長

延長：（2003年調査）
人口：（2004年調査）

延長：（2006年調査）
人口：（2003年末調査）

○我が国の環状道路は着実に整備が図られてきているが、欧米諸国に比べ、供用延長、整備率とも未だ低水準

○各国主要都市圏の環状道路の整備状況



港湾・空港と規格の高い道路網の連結強化

― ３２ ―

【拠点的な空港・港湾への道路アクセス率※の推移】
（平成元年度末～19年度末）

【 拠点的な空港・港湾への道路アクセス率※の国際比較 】

空港・港湾と規格の高い道路網とのアクセスは、近年大きく向上したものの、国際比較
においては遅れがある。

25.0% 26.2%
30.3%

42.4%

65.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

H1 H5 H9 H12 H16

空港及び港湾の合計

H1 H5 H9 H12 H17

H19年度 68%（目標）

94%
88%

80%
88% 82%

60%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

2

3

日本(H17末)欧州（H13末）アメリカ（H13末）

空港

港湾

注）対象空港：日本／第１種空港及び国際定期便が就航している第２種空港。

　　　　　　：欧米／国際定期便が就航している空港。

　　対象港湾：日本／総貨物取扱量が年間1,000万ｔ以上又は国際貨物取扱量が年間500万ｔ以上の重要港湾

　　　　　　　　　　及び特定重要港湾（国際コンテナ航路、国際フェリー航路及び内貿ユニット航路のい

　　　　　　　　　　ずれも設定されていないものを除く）。

　　　　　　：欧州／総貨物取扱量が年間1,000万ｔ以上の港湾。

　　　　　　：米国／総貨物取扱量が年間1,000万ｔ以上又は国際貨物取扱量が年間500万ｔ以上の港湾。

　空港及び港湾合計

91%
空港及び港湾合計

84%
空港及び港湾合計

66%

※拠点的な空港・港湾への道路アクセス率
：高規格幹線道路、地域高規格道路又はこれらに接続する
自動車専用道路のインターチェンジ等から10分以内に到達

が可能な拠点的な空港・港湾の割合



※アンケートに回答した自治体を母数とした単純平均

68分

47

n=1,684

現状の現状の移動時間※

自然共生地域

８２都市圏

全国平均

３大都市圏

中心市

その他

38

34

29

41

42

29

20

19

33

72分

29分

n=1,187

n=306

n=74

n=807

n=497

NITASによる計算結果

アンケート回答

2.0倍

1.9倍

1.8倍

1.9倍

2.0倍

2.3倍

望ましい移動時間に
対する比率

望ましい望ましい移動時間※

自然共生地域

８２都市圏

全国平均

３大都市圏

中心市

その他

23

20

19

15

21

n=1,157

n=779

n=119

n=45

n=535

n=378

（アンケート回答）

広域的な緊急医療体制の支援

注

注：「NITAS（ナイタス）」 ・・・全国の任意のゾーン間の最短時間、最小費用・距離等を交通手段(自動車、鉄道、航空、船舶及び
それらの組合せ)ごとに検索し、当該経路・所要時間・費用を算出するシステム（国土交通省開発）。

― ３３ ―



平成１６年度（７月２３日）

○スーパー中枢港湾の指定

（京浜港、伊勢湾（名古屋港・四日市港）及び阪神
港）

平成１７年度

○次世代高規格コンテナターミナルの形成
支援

・港湾法改正、補助制度の創設

○指定特定重要港湾の指定

○特定国際コンテナ埠頭の運営者の認定

次世代高規格コンテナターミナル形成支援事業

現行ターミナル

個別の施設及び
オペレーションシ
ステムによる運
営

延
長

35
0m

奥行き350m～400m

水深-14m～15m

平成１８年度（予定）

○港湾全体のコスト・サービスの向上

・埠頭公社の改革によるターミナルの管理運営

効率化【法律改正】

・内航・道路・鉄道等マルチモーダル物流ネッ
トワークの整備【鉄道積替施設：横浜港】

○ 目標：概ね３～５年でアジア諸国の主要港湾をしのぐコスト・サービスの向上。

○ 港湾コストは、釜山港・高雄港並みに約３割低減。

○ リードタイムは現状3～4日をシンガポール港並みの１日程度に短縮。

○ 平成18年度事業費 約1000億円、目標達成年度 平成22年度

次世代高規格コンテナターミナル

奥行き500m以上

延
長

1,
00

0m
以

上

水深-16m

地方部へ

24時間フルオープン支援施設
（複合管理棟、夜間検査施設等）

大水深岸壁の整備等

ターミナル
の高規格化
・大規模化

共同デポ
鉄道積替施設

コンテナターミナルの運営効率化のための
埠頭公社改革

高規格荷役機械等

ターミナルシステ
ムの統合・大規模
化・ＩＴ化等

岸壁ヤードの長期貸付
（国有財産法等の特例）

内航フィーダーコンテ
ナ輸送の効率化

スーパー中枢港湾プロジェクトの推進

― ３４ ―



○ 大都市圏拠点空港への投資の重点化を推進。

○ 羽田の容量制約が国内ネットワークのボトルネック。近距離国際路線、国際貨物への対応を図るため

にも、再拡張が急務。

○ 成田、関空は、今後の国際航空需要に向けて、着実な整備が必要。

・ 北伸による平行滑走路の２，５００ｍ化の推進

成 田

・ ２００７年８月２日の限定供用に向けた二期事業の推進
・利用促進の推進

関 空

羽 田

・２００９年末までの新設滑走路等の供用開始及び国際定期
便の就航を目指し、着実に事業を推進。

（年間発着能力 現在２９．６万回→再拡張後４０．７万回）

・ ２００５年２月１７日に開港し、旅客・貨物とも利用
状況は好調

中 部

滑走路（3,500m)
旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ

空港連絡橋

大都市圏の空港容量の確保

国際拠点としての機能強化

Ｎ

東
京
湾

多
摩
川

Ａ滑走路
3,000ｍ

Ｃ滑走路
3,000ｍ

Ｂ滑走路
2,500ｍ

連絡誘導路

第
１
旅
客

タ
ー
ミ
ナ
ル

第
２
旅
客

タ
ー
ミ
ナ
ル

国
際
線
地
区

新設滑走路 2,500ｍ

滑走路（3,500m)
旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ

空港連絡橋

Ａ滑走路
(3,500m)

連絡誘導路

空港連絡橋

平成17年12月20日現在

一期空港島

(4,000m滑走路整備予定）

二期空港島

旅客ターミナルビル

鉄道駅

大都市圏拠点空港の整備
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整備新幹線の整備

※ 完成予定は平成１６年１２月の政府与党申合せによる

― ３６ ―





暮らし・環境

•我が国は、市街地の空洞化、緑やオープンスペース

の不足など、２０世紀の負の遺産とも言うべき問題を

抱えるとともに、少子高齢化、地球環境問題など新

たな社会情勢への対応が必要である。

•このため、生活空間の充実等を通じた豊かな生活の

実現や地球環境から身近な生活環境までの保全・

創造に取り組む。
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面積

人口

人口密度

○我が国の市街地は、高度成長時代から人口密度の低下を伴いつつ一貫して拡大してきたが、近年は頭打ちの状況にあり、
拡散した市街地構造のまま人口減少局面を迎える。

○拡散型都市構造から集約・修復保存型都市構造に変えていくことが必要である。

ＤＩＤにおける面積、人口、人口密度の推移

（Ｓ３５年値を１００とした場合の各年の値）

出典：国勢調査

・ＤＩＤの面積は増加を続けているが、増加の度合いは低
くなっている
・ＤＩＤの人口は増加を続けているが、頭打ちの状況
・ＤＩＤ人口密度は、昭和３０年代から５０年代は下がって
きたが、最近はほぼ横這い

●駅周辺等の拠点的市街地及び徒歩生活圏イメージ

・駅周辺等の拠点的市街地を核とした生活・活動・交流空

間づくり

・超高齢社会の安心・快適な都市生活の基礎となる徒歩

生活圏の形成

都市機能の拡散
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「シャッター通り」となった商店街

○ 中心市街地の居住人口や販売額は減少。
○ 公共公益施設は郊外に移転する傾向。

※三大都市圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）以
外の地域における人口20万人以上の都市（政令指定都市を除く）を対象として国勢調査を集計。

※過年度の販売額データについては、平成14年度の消費者物価指数を100として補正。

中心市街地の現状

― ４０ ―
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公園面積率（％）一人当たり公園面積（㎡／人）

※東京23区は、国民公園等都市公園以外の緑とオープンスペースを含む（出典：東京都公園調書2004）

東京ｳｨｰﾝ

東京２３区とほぼ同じ市域面積を有するウィーンと比較した場合、東京２３区の公園面積はウィーンの約１／３程度

同縮尺のウィーンと東京２３区

緑の政策大綱（建設省決定）

＜抜粋＞

○長期的な一人当たり都市

公園等面積

目標：２０㎡／人

○日本の公園整備水準は、海外の主要都市と比較すると未だ一人当たり公園面積、公園面積率ともに低水準に留まっている。

都市公園の整備状況

― ４１ ―



○急速な情報化、国際化等の社会経済情勢の変化に対応して、都市の魅力と国際競争力の向上による都市再生

が２１世紀の我が国の重要課題。

秋葉原UDX

秋葉原ダイビル施行後

施行前秋葉原・神田地区（都市再生緊急整備地域）

◇高度情報化社会に対応したＩＴ関連産業の世界的拠点
として整備することにより、我が国の国際競争力の向上
や産業経済活動の活性化を図る。

○土地区画整理事業

（道路、駅前広場等の基
盤整備）
（事業費 約３４６億円）
（国費 約１３１億円）
○認定民間都市再生事
業（ＵＤＸビル）

（税制上の特例）

○情報関連企業や大学の集積を図るとともに、これらの交

流の場を設けることにより、産学連携を推進 等

大都市地域の都市再生の推進

― ４２ ―



ＪＲ高槻駅北地区第一種市街地再開発事業

◇駅前広場等の都市基盤の整備を行うとともに、

都市型住宅や商業・業務施設等の整備を行うこと

により、都市の拠点機能を高める。

施行前

施行後

◇鉄道跡地等を有効利用し、駅前広場や地下道・

大通り等の都市基盤の整備を行い、都市の拠点

機能を高める。

富山駅北区画整理事業

施行前

施行後

（事業費 約１９５億円） （事業費 約４２２億円）
（国費 約７８億円） （国費 約８７億円）

コンパクトな市街地を誘導する都市拠点整備

― ４３ ―



朝日町中央地区市街地再開発事業（新潟県）

施行前

施行後

区域面積：1.2ha

路線型商店街

空き店舗の発生
人口の減少

空洞化の進行

新井駅

◇地元商業者が中心となって自らの店舗、住
宅の整備と合わせ、まちづくり会社を設立し、
保留床の取得と賃貸（テナントミックス）、
共同駐車場等の管理運営等を持続的に実施

施行後

ﾊﾟﾃｨｵﾊﾟﾃｨｵﾊﾟﾃｨｵ

増加する空き店舗

空き地等

空き店舗

老朽家屋

彦根本町土地区画整理事業（滋賀県）

施行前

◇土地の入替え・集約を行うとともに、小広場を整
備し周囲に商店を集約

◇地元企業等が出資するまちづくり会社が集客施設
（観光交流センター等）を整備

集客施設用地

空き地等の集約

小広場

（事業費 約２８億円） （事業費 約４８億円、国費 約１２億円）

（国費 約１２億円）

中心市街地の活性化

― ４４ ―



景観法の諸制度や都市計画等を一体的に検討して、総合的な施策の推進を図ることが望ましい

一体的に検討することが必要な関連する施策

都市計画 建築基準 屋外広告物

○高度地区、風致地区、地区
計画等の都市計画手法の積
極的な活用

緑地関係

公共施設 文化的景観

○建築条例、総合設計、
一団地認定、連担建築物
設計制度適用に当たって
の景観上の配慮等

○景観の阻害要因とな
りうる屋外広告物の規
制誘導

○重要な景観資源であ
る緑地や樹木の保全、
都市緑化の推進

○公共施設は景観上重要
な要素の一つ

○景観計画区域又は景観
地区内から重要文化的景
観を選定

景観計画等景観法に基づく
措置との互いに補完や役割
分担

建築基準法に基づく各種
規制誘導措置との連携

屋外広告物行政との
連携

緑関係行政との連携

景観計画への位置付け
による公共施設担当部局
との 連携

文化財保護行政との
連携

良好な景観形成の推進

― ４５ ―



○建築物の建築等に対する届出･勧告を基本とするゆるやかな規制誘導

景観計画区域景観計画区域

景 観 地 区景 観 地 区

○都市計画の手法を活用して、より積極的に良好

な景観の形成を図る地区について指定

○建築物や工作物のデザイン・色彩、高さ、敷地

面積などについての初めての総合規制

○廃棄物の堆積や土地の形質変更などについて

の行為規制も条例に定めることにより可能

景観重要建造物・樹木景観重要建造物・樹木

景観協定景観協定

景観上重要な建築物･工作物･樹
木を指定して積極的に保全

住民合意によるきめ細
やかな景観に関するル
ールづくり

景観整備機構景観整備機構
NPO法人や公益法人を
景観行政団体の長が指定

景観重要建造物・樹木の
管理、耕作放棄地等の利用
権の取得等を行う

ソ
フ
ト
面
の
支
援

景観協議会景観協議会
行政、住民、公共施設管理者
などが協議を行い、景観に関
するルールづくりを行う

（都市計画区域外でも指定可能。）

○建築物・工作物のデザイン・色彩については、条例を定めることにより変更 命令が
可能
○「景観上重要な公共施設」の整備や「電線共同溝法」の特例

規制緩和措置の活用

（都市計画）

屋外広告物法との連携

○農地の形質変更等の規制、耕作放棄地対策の強化、森林施業の促進

行為規制と支援の仕組み

― ４６ ―



乱雑な電線類

雑多な屋外広告物

屋外広告物の表
示・掲出の制限

建築物等の
形態意匠の
誘導

協議会の設立

観光客数 Ｈ４年 ３５万人 Ｈ１４年 ３００万人
（街並み整備とイベントとの相乗効果により

約９倍に増加）

公共施設の配慮
無電柱化

統一感のない街並み

【伊勢市】

良好な景観形成の効果
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駅から駅前市街地へのバリアフリー化
の推進

◇乗降客数が概ね５０００人以上の駅
（約２８００駅）について、駅周囲の
市街地における経路も含めてバリアフ
リー化を推進

視覚障害者用誘導
ブロックの整備

エレベータ
の整備

駅自由通路の整備
鉄道－バスの乗り継ぎ

公共交通支援

◇まちづくりと一体的に公共交通を整備する都市
圏において、基幹的な公共交通サービスを確保

例：低床式で騒音が少ない次世代型路面電車

※イメージ図

（小田原市）

改札から駅前市街地(地上)までの間に段差
が残る６００箇所においてバリアフリー化
を完了（今後１０年間）

公共交通のバリアフリー化の推進

― ４８ ―





地域格差の大きい下水道の整備の推進

62.1%
36.6%

46.6%
40.1%

55.1%
52.8%

39.1%
70.2%

28.2%
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１００万人以上
５０～１０
０万人

３０～５０万人 １０～３０万人 ５～１０万人 ５万人未満 計

2,619 1,076 1,779 3,045 1,962 2,225 12,706

2,576 869 1,366 2,062 1,056 874 8,802

11 15 46 189 282 1,279 1,822
注） １．総都市数 １，８２２の内訳は、市 ７７８、町 ８４６、村 １９８（東京区部は市に含む）。

２．総人口、処理人口は四捨五入を行ったため、合計が合わないことがある。

処 理 人 口
（ 万 人 ）
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 ９８．３％

 全国平均　６９．３％

 ８０．８％
 ７６．８％

 ６７．７％

 ５３．８％

 ３９．３％

現在の都道府県構想による
最終想定普及率  ８８％

 ６８％

 ８１％

 ９０％
 ９４％

９６％
１００％

下水道を使える人々

下水道を使える予定の人々

都道府県別下水道普及率

未普及人口は、
いまだ約2400万人

人口５万人
未満の都市では

３９％

下水道は地域間格差の大きい社会資本

・未普及人口は、いまだ約2400万人

・人口５万人未満の都市の普及率では、39％

下水道の普及は未だ７割弱。地域間格差が大きいことから、人口集中地区や水道水源水
域等を重点的に整備。

都市規模別下水道普及率

― ５０ ―

50%
69%

（全国平均）

普及率５０％以下が
１５県も

69%～100%

50%～69%

0%～50%



81 80
88

30
34

27

13.2

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

日本
2004

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ
2000

ｵﾗﾝﾀﾞ
2000

ﾄﾞｲﾂ
2001

ｶﾅﾀﾞ
1999

ｱﾒﾘｶ
1996

ｲｷﾞﾘｽ
2000

普
及
率

（
％

）

処理人口普及率

高度処理人口普及率

68.1

86

98
95

74 71

97

環境基準達成率

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

49 51 53 55 57 59 61 63 2 4 6 8 10 12 14

河川（BOD）

三大湾（COD）

湖沼（COD）

公
共
用
水
域
に
お
け
る
環
境
基
準
達
成
率
（
％
）

日本と諸外国の高度処理の普及状況

赤潮の発生（三河湾）

○湖沼、三大湾（東京湾、大阪湾、伊勢湾）等では一向に進ま
ない水質改善。

○諸外国と比べて後れている高度処理の普及が必要。

○高度処理の現状

効率的な高度処理を導入するた
めの技術開発を実施中

高度処理の普及

合流式下水道の改善と高度処理

― ５１ ―

○合流式下水道は、雨天時に未処理下水が放流され、公衆衛生上、水質保
全上問題。

○古くから下水道に取り組んでいる東京都区部、大阪市等全国１９１都市で改善
が必要。

１９１都市 ：

全下水道実施都市（1,899都市）の１割

２２万ｈａ ：

全下水道処理区域面積（約１３７万ｈａ)の２割

約２０% ：

全下水道処理人口普及率（約６８%)の３割

◇合流式下水道の採用状況

○合流式下水道の改善

お台場に漂着した
オイルボール

神田川

雨水

汚水

雨天時には、未処理下水の
一部がそのまま流出

汚水+雨水

◇合流式下水道の問題点（イメージ図） 未処理下水の放流状況
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1. 我が国の水需要は、都市用水（生活用水及び工業用水）は近年ほぼ横這い、農
業用水は近年減少傾向にある。

2. 都市用水の約4.0％（関東臨海地方では約15％）が河川水が豊富なときだけ取
水可能な不安定取水に依存。（平成17年末現在）

3. 都市用水の約25％（平成15年）を占める地下水からの取水については、地盤沈
下等を防止するため、必要に応じ河川水へ水源転換を図っている。

4. 近年、降水量の減少傾向や変動幅の増大傾向が見られ、水資源開発施設が本
来の機能を発揮できないことが多くなってきている。

水需給の現状

― ５２ ―

日本の年降水量の経年変化

（注）気象庁資料に基づいて国土交通省水資源部で試算。

平均的に見ると、100年前降
水量約1,660mmに比べ、

近年の降水量は約1,560mm
と減少傾向にあり、さらに変
動幅は100年前に比べ拡大し
ている。



水資源政策の推進

― ５３ ―

○旅行速度による比較

主な水資源政策

１．水資源開発計画基本計画（フルプラン）の策定
指定水系において、水需要の見通しや供給目標等の決定

２．地下水対策
地盤沈下防止等対策要綱、条例等による地下水の採取規制、

地下水の保全・利用に向けた取組みの推進

３．雑用水利用の推進
税制、低利融資等により、雑用水利用施設の普及

４．水源地対策
水源地域の生活環境や産業基盤等の整備、水没住民の生活再建対策、

水源地域対策アドバイザーの派遣等のソフト対策

５．渇水への対応
渇水対策関係省庁との連絡調整

６．国際的な水資源問題への対応
世界水フォーラムの開催、人材育成等の活動など





都市の環境インフラの基盤となる水と緑のネットワークを、緑地保全事業など様々な手法に
より形成・推進

公園・緑地等のネットワークによる水・緑豊かな都市の形成イメージ

水と緑のネットワークの形成に向けた取組の推進

― ５５ ―



５７ ページ

５８ ページ

５９ ページ

【地籍調査の推進】

【社会資本の維持管理・更新】

【社会資本整備重点計画】

３．その他の国土利用に係る現状認識、課題及び施策

― ５６ ―



地籍調査の推進

土地取引や事業のための用地取得の円滑化等土地の有効利用の基盤を整備するため、地籍調査を推進

地籍調査実施前

地籍調査実施後

― ５７ ―

※平成１７年度末時点



約約 ７倍７倍

8,900

28,400

66,300

4,500

約約 ３倍３倍

国道

地方道

6

5

4

3

2

1

0

(万橋)

（1996） （2006） （2016） （2026）
現状10年前 10年後 20年後

道路施設現況調査
「橋梁現況調査」
H16.4.1現在調べ
基準年:2006年

建設後50年以上の橋梁数（一般道路）

○ これまで蓄積されてきた社会資本ストックの老朽化が急速に進み、維持管理・更新費の増大は必至。

○ 適切な維持管理によるライフサイクルコストの縮減を図りつつ、必要な更新を図ることが重要。

老朽化により増大が予想される維持管理・更新に的確に対応

架設から約８０年が経過し、老朽化が著しく進行した新宿跨線橋

※新宿駅南口地区基盤整備事業の一環として、架替工事中

健全度

経年

補修補修

補修

補修

延命化

適切な維持管理によりライフサイクルコストを縮減

― ５８ ―



○ 経済財政諮問会議での議論を踏まえ、社会資本整備に関する事業別の計画を一本化。計画内容を「事業費」から、国民

から見た「達成される成果」に転換し、「暮らし」、「安全」、「環境」、「活力」の４分野に沿って重点化。

○ 実施に当たっては、重点化を行うとともに、事業評価、コスト縮減、ＰＦＩ活用などの改革を推進。

港 湾

都市公園

下 水 道

海 岸

急傾斜地

治 水

道 路

交通安全施設

空 港

９本の事業分野別計画

注・二重枠の事業分野別
計画は、各々の緊急措置
法があったもの

一本化

重
点
化
・
集
中
化
の
た
め
の

計
画
に
転
換

＜社会資本整備重点計画＞（平成１５年１０月１０日閣議決定）
※平成１５年度以降の５箇年間を計画期間

○対象とする社会資本整備事業
道路、交通安全施設、鉄道、空港、港湾、航路標識、公園・緑地、下水道、河川、砂防、
地すべり、急傾斜地、海岸（民間との連携による取組みやソフト施策も含む）

○主なポイント
①国民から見た成果目標を明示

・「暮らし」、「安全」、「環境」、「活力」の４分類に沿って、１５の重点目標及び３５の指標を設定

②社会資本整備の改革方針を決定
・事業相互間の連携の強化
・事業の構想段階から住民参加を推進
・技術開発等を通じたコストの縮減・事業の迅速化
・事業評価の厳格な実施などＰＬＡＮ－ＤＯ－ＳＥＥの強化
・入札・契約の適正化
・ＰＦＩなど民間資金・能力の活用
・国庫補助負担金について地方の裁量の向上

③国・地方公共団体・国民の間の対話手段として活用

社会資本整備に係るＰＬＡＮ－ＤＯ－ＳＥＥの強化

施策への反映
・重点政策
・予算要求
・税制改正
・法制度 等

目
標
達
成
に
向
け
た

選
択
と
集
中

執

行

政
策
評
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重
点
計
画
に
よ
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審
議
会
等

翌年度の予算等に適切に反映

社会資本整備重点計画

― ５９ ―



○少子・高齢社会に対応したバリアフリー社会の形成等
【旅客施設の段差解消 39％→７割強、視覚障害者誘導用ブロック 72％→８割強】
【道路 17％→約５割】
【信号機 約４割→約８割】
【建築物 約３割→約４割、住宅約１割】

○水・緑豊かで美しい都市生活空間等の形成等
【河川における汚濁負荷削減率 13％削減】
【都市域における水と緑の公的空間確保量 約１割増】

○良好な居住環境の形成
【市街地の幹線道路の無電柱化率 ７％→15％】
【汚水処理人口普及率 76％→86％】

○水害等の災害に強い国土づくり
【【洪水による氾濫から守られる区域の割合洪水による氾濫から守られる区域の割合 約約5858％→約％→約6262％％】】
【【床上浸水を緊急に解消すべき戸数床上浸水を緊急に解消すべき戸数 約９万戸→約６万戸約９万戸→約６万戸】】
【【土砂災害から保全される戸数土砂災害から保全される戸数 約約120120万戸→約万戸→約140140万戸万戸

うち災害弱者関連施設数うち災害弱者関連施設数 約約3,1003,100施設→約施設→約4,1004,100施設施設】】
【【津波・高潮による災害から一定の水準の安全性が確保されていない地域の面積津波・高潮による災害から一定の水準の安全性が確保されていない地域の面積

約約1515万万haha→→約約1010万万haha】】

○大規模な地震、火災に強い国土づくり等
【【地震時に防護施設の崩壊による水害が発生する恐れのある地域の解消地震時に防護施設の崩壊による水害が発生する恐れのある地域の解消

約約13,000ha13,000ha→→約約10,000ha10,000ha】】
【【多数の者が利用する一定の建築物及び住宅の耐震化率多数の者が利用する一定の建築物及び住宅の耐震化率

建築物建築物 15%15%→→約２割、住宅約２割、住宅 約約6565％％】】
【【地震時等において大規模な火災の可能性があり重点的に改善すべき密集市街地のうち最低限地震時等において大規模な火災の可能性があり重点的に改善すべき密集市街地のうち最低限
の安全性が確保される市街地の割合の安全性が確保される市街地の割合 約約8,000ha8,000haのうち、０→約３割のうち、０→約３割】】

【【一定水準の防災機能を備えるオープンスペースが一箇所以上確保された大都市の割合一定水準の防災機能を備えるオープンスペースが一箇所以上確保された大都市の割合
約９％→約約９％→約2525％％】】

【【災害時に広域的な救援ルートが確保されている都市の割合災害時に広域的な救援ルートが確保されている都市の割合 6666％→％→7676％％】】
【【港湾による緊急物資供給可能人口港湾による緊急物資供給可能人口 約約1,9001,900万人→約万人→約2,6002,600万人万人】】

○総合的な交通安全対策及び危機管理の強化
【【道路交通における死傷事故率道路交通における死傷事故率 約１割削減約１割削減】】
【【ふくそう海域における航路を閉塞するような大規模海難の発生数ふくそう海域における航路を閉塞するような大規模海難の発生数 ００ 】】
【【国内航空における事故発生件数国内航空における事故発生件数 約約11割削減割削減】】

○地球温暖化の防止
○都市の大気汚染及び騒音等に係る生活環境の改善
【NO

2
の環境基準達成率 64％→約8割】

【夜間騒音要請限度達成率 61％→72％】

○循環型社会の形成
○良好な自然環境の保全・再生・創出
【回復可能な自然の水辺の中で再生した水辺の割合 約２割再生】
【回復可能な湿地や干潟の中で再生したものの割合 約３割再生】

○良好な水環境への改善
【高度処理人口普及率 11％→17％】
【湾内青潮等発生期間の短縮 約５％減】

安全安全

暮らし暮らし 環境環境

○国際的な水準の交通ｻｰﾋﾞｽの確保等及び国際競争力と魅力の向上
【国際航空サービス提供レベル

3,435億座席キロ→4,800億座席キロ、215億トンキロ→300億トンキロ】
【国際海上コンテナ貨物等輸送コスト低減率 ５％減】
【ふくそう海域における管制船舶の入港までの航行時間短縮 東京湾で約15％短縮】
【拠点的な空港・港湾への道路アクセス率 59％→68％】
【国際拠点空港と都心部との間の円滑な鉄道アクセスの実現】

○国内幹線交通のモビリティの向上
【国内航空サービス提供レベル 1,294億座席キロ→1,500億座席キロ】
【フェリー等国内貨物輸送コスト低減率 ４％減】

○都市交通の快適性、利便性の向上
【道路渋滞による損失時間 約１割削減】
【信号制御の高度化により短縮される通過時間 約１割短縮】
【路上工事時間の縮減率 約２割削減】

○地域間交流、観光交流等を通じた地域や経済の活性化
【国際航空サービス提供レベル（再掲）】
【拠点的な空港・港湾への道路アクセス率（再掲）】
【国際拠点空港と都心部との間の円滑な鉄道アクセスの実現（再掲）】
【国内航空サービス提供レベル（再掲）】
【隣接する地域の中心都市間が改良済み国道で連絡されている割合 72％→77％】

活力活力

「暮らし」「安全」「環境」「活力」の４分類に沿って、 １５の重点目標と３５の指標を設定

社会資本整備重点計画の重点目標と指標
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